
基本目標4　包括的な支援体制の整備 【本編‒P58】
※基本目標4のみ抜粋

施策の展開 【本編‒P41】

地域の課題を「丸ごと」受け止める場を整備するとともに、支援を必要とする住民（世帯）を「他人事」とせず、「我が事」と
して課題を把握し、地域社会全体で連携しながら解決を図っていく体制の構築に取り組みます。

（仮）地域福祉計画推進会議の開催 年2回
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地域の課題を
丸ごと受け止める場と
地域社会全体で
解決する体制が必要

■ 主な取組（行政・社協）
取　組
（内容）

第３期計画
（2019→2023）

□：事業担当課・機関等
○：連携・協働

新規
□健康福祉部各課
□社協

包括的な支援体制整備の検討
各分野において、包括的な支援体制の望ましい姿、必要性についての検討を行う。
●田原市地域包括ケア推進協議会
●田原市障害者自立支援協議会

新規
□地域福祉課
○健康福祉部各課
○社協

（仮）地域福祉計画推進会議の設置
各分野の担当課で、個別の分野の現状を情報共有しながら、計画の管理と評価を
行うほか、中間見直し（2020年度）で、地域の実情を踏まえた包括的な支援体制に
ついて検討を行う。

継続
□地域福祉課
□社協
○健康福祉部各課

行政と社協との連携強化
（仮）地域福祉計画推進会議での情報共有、行政と社協の連携会議を開催するな
ど、包括的な支援体制の整備に向け取り組む。

新規
□地域福祉課
□社協
○健康福祉部各課

法改正についての周知　
各分野で、我が事・丸ごとの地域づくりなど法改正の趣旨・地域福祉計画の取組に
ついて周知。

新規 □健康課、子育て支援課

子育て世代を対象とした体制整備
妊娠・出産・子育ての総合相談窓口として田原市子育て世代包括支援センターと、
子ども家庭支援、特に要支援児童・要保護児童等を支援する田原市子ども家庭総
合支援拠点を整備する。

包括的な支援体制の整備と我が事・丸ごとの地域づくり4‒（1）

現在、高齢者・障害者福祉については、分野ごとに包括的な相談支援体制を整備しています。また、平成27年度からは、生
きづらさを抱える人の支援を目的に、生活困窮者自立支援制度が開始されており、子育て世代を対象とした体制も平成31
（2019）年度を目途に整備予定です。しかし、各分野における相談・支援体制だけでは対応が難しい課題が増えており、こ
うした課題に対応していくことが求められています。
改正社会福祉法では、包括的な支援体制の整備として、地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みること
ができる環境の整備、「住民に身近な圏域」において
相談を包括的に受け止める場の整備、多機関の協働
による包括的な相談支援体制の構築が示されました。
このため、これまで推進してきた地域で暮らす方たち
同士の支え合いを継続するとともに、分野ごとの枠組
みではなく、丸ごと受け止める場の整備と、包括的な
相談支援体制の構築に取り組みます。

■ 施策の方向性



計画策定にあたって 【本編‒P1】

地域福祉を取り巻く現状 【本編‒P7】

人口等の現状 地域福祉の主要課題
社会福祉資源の概況

意識の啓発・仕組みづくり1‒（1）

施策の方向性基本目標基本理念

担い手の育成1‒（2）

福祉教育の推進1‒（3）

情報提供の充実2‒（1）

相談支援体制の充実2‒（2）

包括的な支援体制の整備と
我が事・丸ごとの地域づくり

2‒（3）

地域福祉活動への
参加を促進するための
人材育成・仕組みづくり

1

分野を超えて
つなげるための
情報提供・情報共有

2

安心安全な
地域共生社会の実現

3

包括的な支援体制の
整備

4 包括的な支援体制の整備と
我が事・丸ごとの地域づくり

4‒（1）

防災・防犯・交通安全の推進3‒（1）

健康づくり・生きがいづくりの推進3‒（2）

地域医療体制の充実3‒（3）

人にやさしい街づくりの推進3‒（4）

権利擁護の充実3‒（5）

第2期計画分析

市民意識調査からみた状況

地域住民等との話し合いからみた状況

少子高齢化・人口減少等の進行により、福祉に関
するニーズは増大し、多様化・複雑化しています。
田原市では、平成24年３月に「田原市地域福祉
計画」を、平成28年３月に「第２期田原市地域福
祉計画」を策定し、生活ささえあいネット、災害時
避難行動要支援者台帳の拡充を重点施策とし
て、地域福祉全般の推進を図ってきました。
第３期計画では、生活ささえあいネットなど、地域
で暮らす方たち同士の支え合いの推進を継続す
るとともに、改正社会福祉法の趣旨を踏まえ、
「我が事・丸ごとの地域づくり」と「包括的な支援
体制の整備」を重点的に図ることにより、福祉に
関する多様なニーズに的確に応え、市民が安心
して健康に暮らす地域の実現を目指します。
計画期間　2019年度～2023年度

■ 背景と趣旨
■

■

■

■

庁内ワーキング（社会福祉協議会含む）
意見聴取（地域包括ケア推進協議会等、
コミュニティ協議会長ほか）
パブリックコメント

■ 策定体制
■
■

■

計画の基本的なあり方 【本編‒P37】

計画の推進にあたって 【本編‒P61】

基本理念、役割や考え方について、市民の理解が得られるよう周知を図り、地域における主体的な活動を促進します。広報
や、関係福祉団体等への情報提供により、地域福祉の推進に向けた意識啓発に取り組みます。

■ 計画の周知・啓発

市、（仮）地域福祉計画推進会議において、国の福祉制度改革の動向も十分に見極めたうえで、計画の進捗状況について
点検・評価を行い、必要に応じて改善します。関連計画の推進や見直しにあたっては、関係課で進捗状況を共有しながら、地
域福祉の理念を踏まえ、地域福祉の推進がより効果的に展開されるよう整合を図ります。

■ 計画の推進と評価

【本編‒P34】

高齢単身世帯・高齢者のみ世帯、認知症高齢者への対応
高齢者や子育て世代の孤立化、ひきこもりなどへの対応
地域福祉の担い手確保、人材不足への対応
一人ひとりがいきいきと暮らせるような健康づくりへの支援
障害者の地域生活を支える支援
防災・減災に向けた取組
地域医療の充実に向けた取組

■
■
■
■
■
■
■

みんなでつくる
笑顔とやさしさの
みちあふれるまち

公共交通・自家用車の
利用が難しくサロンへ
来るのも難しい

農業や介護のために来日する外国人への支援等、
福祉に関する地域課題に対応する場が必要

妊産婦の精神的ケア等
切れ目のない支援が重要

地域・老人クラブなどの
役員のなり手がいない

高齢者の
単身世帯が増え
救急搬送・孤独死
などが発生
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公共的サービス


